
 
 
 
 
 
 

 
 

吸収分割に係る事前開示書面 
（会社法第 794 条第１項および会社法施行規則第 192 条に定める書面） 

 
 
 
 

令和３年２月５日 

 

 

 

 

 

 

 

 

全国保証株式会社 



令和３年２月５日 
 

吸収分割にかかる事前開示事項 
 

東京都千代田区大手町二丁目１番１号 
全 国 保 証 株 式 会 社 
代 表 取 締 役 社 長  石 川  英 治 

 
当社は、令和３年１月 25日付で摂津水都綜合信用株式会社（以下、「摂津水都綜合

信用社」といいます。）との間で締結した吸収分割契約書に基づき、令和３年３月 25

日を効力発生日として、摂津水都綜合信用社が保有する有担保保証事業にかかる保証

債務、契約上の地位およびこれらに付随する権利義務の一部を当社に承継させる吸収

分割（以下、「本吸収分割」といいます）を行うことといたします。 

本吸収分割に関して開示すべき事項は、下記のとおりです。 

 
記 

 
１．吸収分割契約書の内容（会社法第 794 条第１項） 

  別紙１記載のとおりです。 
 
２．本吸収分割の対価の相当性に関する事項（会社法施行規則第 192 条第１号） 
   当社は、本吸収分割に際して、現金１円を摂津水都綜合信用社へ交付すること

といたしました。 
   上記の事項は、承継する保証債務の時価相当額を鑑み事業価値を算定した結果

をもとに、両社の協議・交渉の上決定いたしました。 
 
３．吸収分割会社に関する事項（会社法施行規則第 192 条第４号） 
  （１）吸収分割会社の最終事業年度に係る計算書類等の内容 
     別紙２記載のとおりです。 
  （２）吸収分割会社の最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な

債務の負担その他の会社財産の状況に重要な影響を与える事象の内容 
     該当事項はありません。 
 
 
 



４．吸収分割承継会社に関する事項（会社法施行規則第 192 条第６号） 
   当社の最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担そ

の他の会社財産の状況に重要な影響を与える事象の内容 
   該当事項はありません。 
 
５．債務の履行の見込みに関する事項（会社法施行規則第 192 条第７号） 
   当社は、本吸収分割の効力発生日以降に弁済期が到来する債務について、その

履行を担保するのに足りる資産を有しており、債務履行に問題はないものと判断

しております。 
 

以上 
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吸収分割契約書 
 

 

摂津水都綜合信用株式会社（以下「甲」という。）及び全国保証株式会社（以下「乙」とい

う。）は、第 1条に定める事業に関して甲が有する権利義務を乙に承継させる吸収分割（以

下「本件吸収分割」という。）に関し、以下のとおり吸収分割契約（以下「本契約」という。）

を締結する。 

 

第 1 条 （吸収分割） 

甲は、本契約の定めるところに従い、効力発生日（第 5 条において定義する。）をも

って、自己が営む信用保証事業（以下「本件対象事業」という。）に関して甲が有す

る第 3条第 1 項所定の権利義務を乙に承継させ、乙は、これを承継する。 

 

第 2 条 （商号・住所） 

本件吸収分割の吸収分割会社である甲及び吸収分割承継会社である乙の商号及び住

所は、それぞれ以下のとおりである 

(1) 甲（吸収分割会社） 

商号 摂津水都綜合信用株式会社 

住所 大阪府茨木市西駅前町 9番 32 号 

(2) 乙（吸収分割承継会社） 

商号 全国保証株式会社 

住所 東京都千代田区大手町二丁目 1番 1 号 

 

第 3 条 （承継する権利義務） 

1. 乙は、本件吸収分割の効力発生日をもって、甲から、別紙「承継する資産・債務、

権利・義務の明細」に記載の、本件対象事業に関する資産、債務、その他の権利義

務及び契約上の地位を承継する。 

2. 甲から乙に対する債務の承継は、免責的債務引受の方法による。 

3. 乙が、第 1 項の規定に基づき乙が承継する債務以外の甲の債務につき、弁済又はそ

の他の負担をしたときは、甲は、かかる債務の弁済又は負担の全額について乙から

の求償に応じる。また、甲が、第 1 項に基づき乙が承継する債務につき、弁済又は

その他の負担をしたときは、乙は、かかる債務の弁済又は負担の全額について甲か

らの求償に応じる。 
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4. 甲は、第 1 項に基づく乙による権利義務及び契約上の地位の承継に関し、登記、登

録、通知、承諾その他一定の手続を必要とするもの又はこれらを対抗要件とするも

のであって、かつ、甲がかかる手続の一部又は全部を行わなければならないものに

ついて、乙に協力して遅滞なくかかる手続を行う。 

 

第 4 条 （分割に際して交付する金銭等） 

乙は、本件吸収分割に際し、乙が前条第 1 項に基づき承継する権利義務及び契約上

の地位の対価として、甲に対して金１円を交付する。 

 

第 5 条 （効力発生日） 

本件吸収分割がその効力を生ずる日（以下「効力発生日」という。）は、令和３年３

月 25日とする。 

 

第 6 条 （本契約の承認手続） 

1. 甲は、効力発生日の前日までに株主総会を開催し、本契約及び本件吸収分割に必要

な事項に関して株主総会の承認を得るものとする。 

2. 乙は、会社法第 796 条第 2 項の規定に基づき、会社法第 795 条第 1 項に定める株主

総会の承認を得ずして本件会社分割を行うものとする。 

3. 本条各項に規定する承認手続は、分割手続の進行上の必要性その他の事由により、

甲乙協議の上これを変更することができる。 

 

第 7 条 （競業避止義務の不存在） 

甲及び乙は、本件対象事業及びこれに類似する事業について、甲が会社法第 21条に

定める競業避止義務を負わないことを合意する。 

 

第 8 条 （会社財産の管理等） 

本契約締結後、効力発生日までの期間、甲は、善良なる管理者の注意をもって本件

対象事業に係る業務の執行及び財産の管理をするものとし、本契約に重大な影響を

及ぼす事項を行おうとするときは、あらかじめ乙と協議するものとする。 

 

第 9 条 （本契約の変更） 

本契約締結の日から効力発生日までの間において、天災地変その他の事由により、

本件対象事業又は本件対象事業に関する資産、債務、雇用契約その他の権利義務及

び契約上の地位に重大な変動が生じたときは、甲及び乙は、協議の上、本契約に定

める分割の条件を変更し、又は本契約を解除することができる。 
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第 10 条 （本契約の効力） 

本契約は、甲の株主総会における承認及び法令に基づき要求される監督官庁等の承

認を得られないときは、その効力を失う。 

 

第 11 条 （費用） 

甲及び乙は、本契約に別途規定するものを除き、本契約の締結及び履行に係る一切

の費用を各自負担するものとする。 

 

第 12 条 （協議事項） 

本契約に定める事項の他、本件吸収分割に関し必要な事項は、本契約の趣旨に従い、

甲及び乙が協議の上定める。 

 

第 13 条 （準拠法及び合意管轄） 

1. 本契約は、日本法を準拠法とし、かつ、これに従い解釈されるものとする。 

2. 甲及び乙は、本契約に関連する紛争については、東京地方裁判所を第一審の専属的

合意管轄裁判所とすることに合意する。 

 

［以下余白］ 
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本契約締結の証として本書 2 通を作成し、甲乙記名押印の上、各 1 通を保有する。 
 
令和３年１月 25 日 

 

 

（甲）大阪府茨木市西駅前町 9番 32 号 

摂津水都綜合信用株式会社 

代表取締役  田伏 克博 

 

 

（乙）東京都千代田区大手町二丁目 1番 1 号 

全国保証株式会社 

代表取締役社長  石川 英治 
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別紙 
承継する資産・債務、権利・義務の明細 

 

1 承継する資産（※） 

現 金   195,000,000 円 

 

2 承継する保証債務（※） 

保証債務   5,804,727,213 円（令和２年 12 月 31 日時点の残高） 

  

 ※ 法律上の原因を問わず、効力発生日において発生している簿外債務及び偶発債務並

びに効力発生日の前日までの原因に基づき効力発生日後に発生する簿外債務及び偶発

債務は承継しない。 

また、上記金額は本契約締結日における概算額であり、具体的な金額等については、

効力発生日までの増減を加味した上で、甲乙間で別途定める。 

 

3 承継する契約上の地位 

 本件対象事業に関して、甲の住宅ローン保証委託申込書に基づいて甲と甲の顧客との間

で締結された保証委託契約上の地位 

 

4 承継する義務 

 甲の清算結了登記後に、甲が担保権者として登記されている担保権の抹消登記申請義務 



別 紙 ２
















